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産業政策への回帰 

ダグラス・アーウィン 著 

発展途上国は国内王者を育てることで米中に追従すべきか 

地政学が国際貿易の景色を一変させている。ほんの数十年前の政策環境が遠い記憶のよ

うだ。1990年代から 2000年代にかけての改革期において、発展途上国や過渡期の経

済国は市場を開放し、グローバル化を受け入れた。この時期に世界貿易機関（WTO）

が設立されて、ルールに基づき差別的でない貿易システムが確立した。また、中国が経

済成長に注力し、ロシアが安定化に苦戦するなか、地政学的緊張がなかったことも特徴

だった。 
現在、政策当局者はグローバル化の未来について議論している。世界経済の分断と、国

際貿易ルールの軽視が懸案事項である。産業政策や補助金、国家安全保障や環境への懸

念に基づく輸入規制、地政学的なライバルに制裁を加え国内供給を確保するための輸出

規制といった形で貿易への介入が生じている。 
発展途上国はこの新しい環境を乗り切るために何をしたらよいのだろうか。補助

金や貿易規制で自国の主要セクターを保護するために内向き志向になり、同様の政策を

採用すべきだろうか。 
発展途上国が世界経済に足を踏み入れるべきか、それとも退くべきかという議論

はこれまで何度も繰り返されてきた。1950 年代には、低所得国の輸出の展望を悲観的

に評する者が多く、かつてないほどの交易条件の悪化に見舞われることを懸念してい

た。グローバル経済の力は、不平等を悪化させて発展途上国を置き去りにしていくとみ

られていた。低所得国の経済をもっと自立させ、他の市場への依存度を下げるために、

輸入代替政策が必要だと考えられていた。 歴史の読み違い 
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内向き志向が生じる理由のひとつに、歴史の特殊な解釈があった。富裕国が成功

したのは製造業を保護したからだと信じ込むことが、産業政策に権威を与えた。しかし

これは歴史を読み違えていることが分かった。高い関税にもかかわらず、アメリカは移

民、資本、科学技術に対して開かれた開放経済として成長した。同時に、並外れて大規

模で競争が熾烈な国内市場を有している。さらに、高関税のアメリカは、19世紀後半

に自由貿易国の英国を 1人当たり国民所得で追い抜いたが、これはサービス業の労働

生産性を高めた結果であり、製造業の生産性向上によってではない（Broadberry、

1998）。西ヨーロッパの経済成長は、リソースを農業から工業やサービス業へシフト

することに関連していた。ドイツなどの国では、低価格競争から農業を保護するための

産業政策により、こうした移行が遅れたと考えられる。 全面的な輸入代替の政策は数十年前に支持されなくなった一方で、産業政策に関

する議論は今日も続いている。経済的に成功した東アジアの国の経験を踏まえるとこう

した政策が好意的に評価されがちだが、ここでも歴史が誤解を招くことがある。1960

年、韓国は過大評価された通貨と、GDPのたった 1％しかない輸出に悩まされてい

た。輸入能力はほぼ完全にアメリカの支援に頼っていた。1960年代初頭から半ばにか

けて平価切り下げを行った後、韓国の輸出は競争力が高まり爆発的に増加し、1970年

代初頭には GDPの 20％に達した。主要な政策は、対象を特定の産業に限定せずに、す

べての輸出企業に対し低利の信用を供与するとともに、輸出が盛んになるように現実的

な為替レートを設定することなどだった（Irwin、2021）。産業政策が本格的に始まっ

たのは、1973年から 1979年にかけて重化学工業振興策がとられてからであり、この

政策も過大なコストと非効率性を理由にのちに打ち切られた。韓国の急成長は、産業政

策以前にすでに解き放れていた。 産業政策をめぐる議論は長いあいだ膠着状態に陥っている。生産性の向上と構造

変革に不可欠だと考える向きもあれば、汚職を招き非効率を助長するという見方もあ

https://www.jstor.org/stable/2566739
https://www.jstor.org/stable/2566739
https://nam10.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.sciencedirect.com%2Fscience%2Farticle%2Fabs%2Fpii%2FS0305750X20304332&data=05%7C01%7CNOwen%40imf.org%7Ca1307462fae14b4e89cb08db2f94dfcd%7C8085fa43302e45bdb171a6648c3b6be7%7C0%7C0%7C638156088726243957%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=W45QytDjDfQattPp95YNUem11u2RaAcimtK030cpBjQ%3D&reserved=0
https://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=3920480
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る。アルゼンチンで巨額を投じて行われた、ティエラ・デル・フエゴにおける電子機械

組立の促進政策を例に挙げる者もいれば、中国や韓国のきらびやかなハイテク工場を挙

げる者もいる。政策効果は誇張されやすい。定量的モデルによれば、最適に設計された

産業政策からでも、得られる利益は小さく、改革をもたらす可能性は低い（Bartelme

ほか、2021）。 
最近注目すべきなのは、アメリカが中国にならって産業政策を明確に採用したこ

とだ。中国は少なくとも、習近平国家主席が鄧小平とその後継者の対外指向政策をやめ

て経済の国家管理を再開して以来、こうしたゲームを繰り広げている。中国製造 2025

計画は、特定産業を対象として巨額の補助金を投じるものだったが、現在は、自国企業

による国内調達の強化による対外依存の削減と主要技術の自給自足の推進に焦点を当て

た「双循環」の考え方に移行している。アメリカはトランプ政権のとき、国家安全保障

を表向きの理由として、鉄鋼およびアルミニウム産業を保護し始めた。「CHIPS法」

と「インフレ抑制法」によってアメリカは、半導体の製造を自国内に戻す（リショアリ

ング）ための補助金を開始し、電気自動車の国内生産を保証するための自国調達規制を

採択した。さらに欧州連合（EU）ではつねに産業政策を採用しており、2020年には、

グリーン経済とデジタル経済への移行による「開かれた戦略的自律性」を強化する産業

戦略を発表した。 

こうした状況で発展途上国はどうなるのだろう。国家の補助金と貿易規制を通じ

て特定の国内産業を育成するという米・中・EUの新たな動きに従うべきだろうか。こ

れは危険な戦略だ。補助金が結局高くついて、その恩恵も得られないまま終わってしま

う可能性がある。貿易規制は、保護貿易主義への内向きの危険性をはらみ、輸出収入を

減らし、必要不可欠な輸入品の購入も縮小させることになる。 
産業への大規模な補助金は、富裕国が享受できるぜいたく品のようだ。アメリ

カ・中国・EUが補助金を出せる余裕があるからといって、他国がまねをする必要はな

い。リカルド・ハウスマン氏は、「抱えている問題に関して他国の解決策を真似した

https://dave-donaldson.com/wp-content/uploads/BCDR.pdf
https://dave-donaldson.com/wp-content/uploads/BCDR.pdf
https://www.project-syndicate.org/commentary/why-economists-have-rediscovered-industrial-policy-by-ricardo-hausmann-2023-01
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り、あまり重要でない流行の課題に注力したりするのは、惨事とはいわないまでも非効

率なだけだ」と警告している。財政がひっ迫している発展途上国には、財政収支が不安

定で成果が不確かな場合、国内生産者に補助金をふんだんに出す余裕はない。乏しい政

府支出を効率的に運用するには、国内産業への直接的な充当ではなく、医療や教育の改

善、貧しい国民の救済を優先する方が適切だろう。 産業補助金と輸入代替 

中国のやり方は、産業補助金が、不足する資源をいかに非効率的に使うことにな

るかを実証している。2006年に中国は、造船業を「戦略産業」と位置づけ、主に低利

融資による大量生産・投資補助を開始した。エビデンスが示すのは、こうした政策が大

きな利益を生んでおらず、（過剰な生産能力を考えると）無駄が多く、（効率が良い生

産国に生産量を減少させる調整を強いて）市場をゆがめたという事実だ。中国は国際的

な市場シェアを、日本・韓国・ヨーロッパの低コストの生産者たちを犠牲にして拡大し

たが、国内の生産者に大きな利益をもたらすことはなかった（Panel、Kalouptsidi、

Bin Zahur、2019）。補助金の導入は、効率性の低い生産者の参入と拡大によって散逸

し、過剰生産能力を生み出し、産業の分断を増大させることになった。高効率の民間企

業ではなく、国有企業が援助の大半を受け取ったという意味で、資金融資は政治的なも

のだった。造船業は経済の他分野に大きな波及効果をもたらすことはなく、産業全体が

学習した形跡もない。 

貿易利益の犠牲 

同様に、貿易規制への転換は、発展途上国が国際市場へ参加して得た利益の一部

を犠牲にしてしまうおそれがある。ここ数十年、多くの国が、自国のイノベーションを

促進するために市場を閉じるのではなく、世界経済に積極的に関与することで経済発展

を遂げてきた。中国が豊かになったのは産業政策のおかげではなく、農業の生産性を高

め、製造業への外国投資を受け入れ、民間部門を開放してきたからである。インドは、

1991年の改革で、民間企業を抑圧していた「ライセンス・ラージ（許認可王国）」を

https://www.nber.org/system/files/working_papers/w26075/w26075.pdf
https://www.nber.org/system/files/working_papers/w26075/w26075.pdf
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解除し、経済を開放したことで。さらに改革が必要とはいえ、経済成長を続けている。

バングラデシュもまた資本と技術をもたらす外国投資の開放による恩恵を受け、いまや

インドよりも 1人当たりの国民所得は高い。さらにエチオピアやベトナムなどほかの

国も、経済的孤立ではなく経済的関与から多くの成果を得ている。なぜなら世界中から

技術支援と投資の恩恵を受けているからだ。 
ワシントン・コンセンサスの新自由主義的な経済政策を非難するのが流行になっ

ている一方で、この改革期間での市場の開放によって、世界中の豊かな国と貧しい国の

間には、歴史的に通例だった乖離ではなく収束が見られた。1990 年前後から、発展途

上国はさらに急速に成長し、先進国が享受している高所得水準に追いつき始めた

（Patel、Sandefur、Subramanian、2021）。 
グローバル化が過去のものかどうかという昨今の議論は不毛である。発展途上国

が世界経済に背を向け、輸出を支援したり国境を越えて技術を獲得したりするという考

えを放棄するのは賢明でない。こうした国々には世界中から得られるものが多く残され

ている。しかし過去の遺物となった閉鎖的な政策に戻るなら、逆に多くのものを失うだ

ろう。 ダグラス・アーウィン（DOUGLAS IRWIN）はダートマス大学のジョン・フレンチ経

済学冠教授で、ピーターソン国際経済研究所の非常勤上級フェローである。 
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